
証券コード　1971

平成30年６月６日

株 主 各 位
東京都中央区日本橋富沢町11番1 2号

代表取締役会長兼社長 西 本 安 秀

第67回定時株主総会招集ご通知

拝啓　平素は格別のご高配を賜り厚く御礼申し上げます。
　さて、当社第67回定時株主総会を下記により開催いたしますので、
ご出席くださいますようご通知申し上げます。
　なお、当日ご出席願えない場合は、書面によって議決権を行使することができ
ますので、お手数ながら後記の株主総会参考書類をご検討の上、同封の議決権行
使書用紙に議案に対する賛否をご表示いただき、平成30年６月21日(木)午後５時
30分までにご返送くださいますようお願い申し上げます。

敬　具

記

１．日 時 平成30年６月22日（金曜日）午前10時
２．場 所 東京都中央区日本橋富沢町11番12号

サンライズビル　３階コンベンションホール
（末尾の「株主総会会場のご案内」をご参照ください｡ ）

３．目 的 事 項
報 告 事 項 第67期（平成29年４月１日から平成30年３月31日まで）

事業報告及び計算書類の内容報告の件
決 議 事 項

第１号議案 剰余金処分の件
第２号議案 取締役（監査等委員である取締役を除く。）７名選任の件
第３号議案 監査等委員である取締役３名選任の件
第４号議案 補欠の監査等委員である取締役３名選任の件
第５号議案 会計監査人選任の件

以　上

※昨年まで株主総会終了後にお土産をご用意しておりましたが、諸般の事情
により、本総会より廃止させていただくこととなりました。何卒ご理解い
ただきますようお願い申し上げます。

・ 当日ご出席の際は、お手数ながら同封の議決権行使書用紙を会場受付に
ご提出くださいますようお願い申し上げます。

・ 株主総会参考書類並びに事業報告及び計算書類に修正が生じた場合は、
インターネット上の当社ウェブサイト（ http://www.chuo-build.co.jp ）
に掲載させていただきます。
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（提供書面）

事　 業　 報　 告

（ 平成29年4月 1日から
平成30年3月31日まで ）

１．企業の現況

  (1) 当事業年度の事業の状況

①　事業の経過及び成果

　当事業年度におけるわが国経済は、雇用・所得環境の改善が進み、低迷し

ていた個人消費が持ち直すなど、景気は緩やかな回復基調となりましたが、

一方で不安定な海外政治情勢、海外経済の不確実性、金融資本市場の変動リ

スクを抱え、先行き不透明な状況が続きました。

　当社事業のよって立つ建設業界では、首都圏を中心とした大型再開発工事、

東京オリンピック・パラリンピック関連工事など受注環境は総じて堅調に推

移しておりますが、しかしその一方で建設工事従事者の不足、建設資材の価

格高騰などの影響による、工事工程遅れ等の問題があり仮設業界全体では厳

しい商内環境が続いております。

　住宅業界においては、新築戸数100万戸割れが続く中、大規模金融緩和政策

のもとで続く低金利と、2019年に実施予定の消費税アップを前に、2018年後

半に駆け込み需要が始まると予測され、それらの要因により受注の伸びが期

待されます。傾向については地価高騰傾向や人件費高騰の影響を受け、建売

は減少し、建て替え、リフォーム、賃貸物件、中高層、今注目を浴びている

ゼロエネルギーハウスが伸びると考えられています。

　このような経済環境におきまして、当社業績は期首に設定した事業計画と

の対比では売上・利益とも未達となりました。部門別に見ますと仮設機材部

門では販売、賃貸ともに売上・利益において期首事業計画比で未達となりま

した。住宅鉄骨部門では現有設備での旭化成ホームズ株式会社向けの鉄骨製

造受託が７月より再開し、売上・利益共に期首事業計画を達成しました。

　以上の結果、当事業年度の業績は売上高58億８千５百万円（前期比1.5％

減）となり、損益面では仮設機材の販売不振による製造高の減少による原価

差額の悪化、名古屋工場における不適切な会計処理に係る調査費用等の一過

性の費用も影響し、経常損失１億１千５百万円（前期は１億６百万円の経常

利益）、当期純損失９千９百万円（前期は２百万円の当期純損失）となりま

した。
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　来期につきましては、住宅鉄骨事業では旭化成ホームズ株式会社との業務

提携を着実に実行して増収・増益に結びつけてまいります。また、仮設機材

事業では2020年の東京オリンピック・パラリンピックの需要も当期よりは上

回る状況が見込まれますので、当事業年度の業績不振を挽回いたします。全

体として、とにかく全社員が個々の仕事に誇りを持って業務推進能力の向上

を図るとともに、其々の職責を全うすべく事業計画達成に向け業務に邁進し、

一層の事業拡大と収益の増大に全力を挙げていく所存であります。株主の皆

様におかれましては一層のご支援・ご鞭撻を賜りますようお願い申し上げま

す。

　当事業年度の組織変更に伴い、従来の「金属加工事業」としていた区分を

廃止し、「住宅鉄骨事業」を新設しております。この事業セグメントの変更

に伴い、以下の前期比較については、前期の数値を変更後のセグメントに組

み替えた数値で比較しております。

部門別の状況は以下の通りであります。

仮設機材事業

　仮設機材事業につきましては民間工事・官公庁工事を問わず、仮設機材の

需要となる工事案件があったものの、現場着工遅れの影響により年間を通し

て厳しい商内環境となり、全体としての受注環境は低調となりました。

　部門別に見ますと、販売部門では主力製品の「幅木」の出荷は前事業年度

より伸びたものの「アルミスカイガード」の出荷が前事業年度の横ばいで終

わり、その他製品の売上も伸びず増収にはつながりませんでした。また、ク

サビ緊結式足場の「スカイウェッジ427」は安全性・施工性に加え当社保有の

賃貸品と併用できるといったメリットによりリピーターからの受注等もあり、

今後も期待の持てる商品になっておりますが思った程伸びず、販売部門とし

ては売上高27億１千万円(前期比15.4%減)と大幅な減収となりました。

　賃貸部門につきましては、依然として建設現場における工事の停滞及び着

工の遅れがレンタル需要に対しても大きく影響し、機材稼働率が低稼働で推

移しており、それに伴い一旦下げ止まったリース価格も一段と下げ基調とな

りました。加えて、材工一式の請負契約での発注形式が増加したことによる

受注減が影響し売上高25億１千４百万円(前期比1.1%増)とほぼ横ばいとなり

ました。
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住宅鉄骨事業

　当事業年度の住宅鉄骨部門につきましては、出荷棟数が当初計画より13％

増と順調に推移しました。従って売上高は６億６千万円（前期比130.6％増）

と予想通りの結果となり、利益面でも期首計画を上回る結果となりました。

事 業 区 分

第66期

（平成29年３月期）

第67期

（平成30年３月期）
前期比

金額

（百万円）

構成比

（％）

金額

（百万円）

構成比

（％）

金額

（百万円）

増減率

（％）

仮設機材販売 3,203 53.6 2,710 46.1 △492 △15.4

仮設機材賃貸 2,487 41.6 2,514 42.7 27 1.1

住宅鉄骨事業 286 4.8 660 11.2 373 130.6

合 計 5,977 100.0 5,885 100.0 △91 △1.5

②設備投資等の状況

　当事業年度においては、賃貸部門での新規機材投資２億６千１百万円、

及び仮設機材部門の機材センターの開設等４億４千７百万円、合計７億８

百万円の設備投資を行いました。

③資金調達の状況

　該当事項はありません。

④事業の譲渡、吸収分割または新設分割の状況

　該当事項はありません。

⑤他の会社の事業の譲受けの状況

　該当事項はありません。

⑥吸収合併または吸収分割による他の法人等の事業に関する権利義務の承継
の状況

　該当事項はありません。

⑦他の会社の株式その他の持分または新株予約権等の取得または処分の状況

　該当事項はありません。
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(2) 直前３事業年度の財産及び損益の状況

区分
平成26年度

第64期
平成27年度
第65期

平成28年度
第66期

平成29年度
(当事業年度)

第67期

売 上 高(百万円) 8,330 8,571 5,977 5,885

経 常 利 益 又 は
経 常 損 失 ( △ )(百万円)

510 418 106 △115

当 期 純 利 益 又 は
当 期 純 損 失 ( △ )(百万円)

263 218 △2 △99

１株当たり当期純利益
又は当期純損失(△)(円)

128.91 106.89 △1.21 △42.49

総 資 産(百万円) 9,726 9,202 8,940 9,423

純 資 産(百万円) 2,989 3,145 3,558 3,401

１株当たり純資産額(円) 1,461.51 1,538.58 1,512.21 1,445.85

（注）平成29年10月１日付けで、普通株式について10株を１株の割合で株式併合を行っており
ます。当事業年度の期首に当該株式併合が行われたと仮定し、１株当たり当期純利益又
は当期純損失、１株当たり純資産額を算定しております。

(3) 重要な親会社及び子会社の状況

①親会社との関係

　該当事項はありません。

②重要な子会社の状況

　該当事項はありません。

③その他

重要な業務提携の状況

相 手 先 契 約 内 容

旭 化 成 ホ ー ム ズ 株 式 会 社 製品の製造受託に関する業務提携

(4) 対処すべき課題

　当社が依存する建設業界では2020年の東京オリンピック・パラリンピックに

向けインフラ関連の整備需要が見込まれますので、昨年販売不振であった仮設

機材事業本部の増収・増益を目指します。また、2017年２月に締結した旭化成

ホームズ株式会社との業務提携の確実な実行で増収を図り、相互の経営資源を

活かしたシナジー効果を発揮し収益の増大を目指します。また、コーポレート

ガバナンスの充実、コンプライアンスの強化を図ります。この点では、平成29

年８月に当社名古屋工場で不適切な会計処理が行われていたことが発覚しまし

た。株主の皆様をはじめ、市場関係者及びお客様には多大なるご心配、ご迷惑

をおかけいたしましたこと、改めて深くお詫び申し上げます。
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　具体的には下記事項に注力、対処していきます。

①新商品開発への取り組み

昨年12月に発表した新商品「スカイアジャスター180」に続く仮設機材の

関連商品、旭化成ホームズグループの建設事業とのシナジー効果を発揮

出来る商品にターゲットを絞込み、引き続き新商品開発に取り組みます。

②仮設機材事業本部の業績回復

仮設機材事業本部において、業績不振の最大の原因は賃貸部門の不振で

あります。その賃貸部門建て直しのため、施工業者からの包括的商品の

受注に注力するだけではなく、新商品「スカイアジャスター180」を賃貸

投資することで同様の商品であっても他社との差別化を図ります。また、

新たに導入する営業支援システムにより、顧客管理・商談管理・営業日

報・スケジュール管理のほか、事業計画に対する進捗管理が可能となり、

営業の質を改善します。

③住宅鉄骨事業本部の取り組み

旭化成ホームズの３～５階建て商品「フレックス」と５～８階建て商品

「ＨＢＳ」の専用工場の早期立ち上げを遂行し、量産体制開始時に高品

質及び低コストを確立するための人材の確保と育成に注力いたします。

④内部統制及び法令遵守の強化

名古屋工場における不適切な会計処理問題を受け、改めて全社員に対し

守るべきルールについて事例等を活用して教育行い理解の深耕に努め、

コンプライアンスの強化に努めてまいります。

⑤財務体質の強化を目指す

不稼働資産の処分と将来を見据えた積極的投資により資産の効率化を図

ります。また、各部門において生産性の向上と利益率改善により有利子

負債の圧縮を進め、結果として自己資本比率の改善を図り財務体質を強

化してまいります。

以上、全社一丸となって業績向上に邁進してまいりますので、株主の皆様に

おかれましては、引き続き一層の御支援、ご鞭撻を賜りますようお願い申し上

げます。

－ 6 －

直前３事業年度の財産及び損益の状況、重要な親会社及び子会社の状況、対処すべき課題



(5) 主要な事業内容（平成30年3月31日現在）

①土木・建築用仮設機材の製造、販売並びに賃貸

②各種省力化型枠工法の設計、施工並びに関連部材の製造、販売

及び賃貸

③住宅用鉄骨部材の加工及び販売

平成13年３月８日　登録番号0883号　　　ＪＩＳ Ｑ9001：2008/

　ＩＳＯ 9001：2008

(6) 主要な営業所及び工場（平成30年3月31日現在）

本　　社　　　東京都中央区日本橋富沢町11番12号

支　　店　　　東北（宮城県）、中部（愛知県）、関西（大阪府）

九州（福岡県）

営 業 所　　　札幌（北海道）、広島

工　　場　　　千葉、名古屋（愛知県）

機材センター 札幌（北海道）、仙台（宮城県）、千葉、厚木（神奈川県）

名古屋（愛知県）、関西（京都府）、広島、福岡

北九州（福岡県）

（注）平成30年３月31日付で、北陸営業所（石川県金沢市）を閉鎖いたしました。

(7) 使用人の状況（平成30年3月31日現在）

使 用 人 数 前事業年度末比増減 平 均 年 齢 平 均 勤 続 年 数

57名(40名) △8名(△3名) 45.9歳 15.5年

（注）１.使用人数は就業員数（社外から当社への出向者を含む）であり、パート及び嘱託社員

は（　）内に年間の平均人員を外数で記載しております。

２.平均年齢、平均勤続年数は、社外から当社への出向者を除いて算出しております。

３.使用人数が８名減少しましたのは、使用人の自己都合退職等によるものです。
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(8) 主要な借入先の状況（平成30年3月31日現在）

借 入 先 借入金残高（百万円）

株 式 会 社 み ず ほ 銀 行 835

三 井 住 友 信 託 銀 行 株 式 会 社 577

株 式 会 社 千 葉 銀 行 556

株 式 会 社 東 京 都 民 銀 行 356

株 式 会 社 新 生 銀 行 300

株 式 会 社 百 十 四 銀 行 287

株 式 会 社 三 菱 東 京 U F J 銀 行 257

株 式 会 社 北 陸 銀 行 250

明 治 安 田 生 命 保 険 相 互 会 社 171

株 式 会 社 商 工 組 合 中 央 金 庫 100

株 式 会 社 り そ な 銀 行 100

株 式 会 社 常 陽 銀 行 100

株 式 会 社 京 都 銀 行 100

(注) １.金額表示は表示単位未満を切り捨てて記載しております。

２.株式会社三菱東京ＵＦＪ銀行は、平成30年４月１日付けで商号を株式会社三菱ＵＦ

Ｊ銀行に変更いたしました。

３.株式会社東京都民銀行は、平成30年５月１日付けで株式会社八千代銀行、及び株式

会社新銀行東京と合併し、商号を株式会社きらぼし銀行に変更いたしました。

(9) その他会社の現況に関する重要な事項

　該当事項はありません。
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２．株式の状況（平成30年3月31日現在）

(1) 発行可能株式総数 6,000,000株

(2) 発行済株式の総数 2,378,740株

(3) 株主数 2,370名

(4) 大株主（上位10名）

株 主 名 持 株 数 持 株 比 率

旭 化 成 ホ ー ム ズ 株 式 会 社 770千株 32.7％

ア ル イ ン コ 株 式 会 社 221 9.4

日 鐵 住 金 建 材 株 式 会 社 96 4.1

大 日 メ タ ッ ク ス 株 式 会 社 44 1.9

遠 藤 晶 久 43 1.8

三 井 住 友 信 託 銀 行 株 式 会 社 34 1.4

日 本 証 券 金 融 株 式 会 社 28 1.2

株 式 会 社 S B I 証 券 28 1.2

株 式 会 社 リ ン ダ 25 1.1

松 井 証 券 株 式 会 社 24 1.0

(注) １.当社は、自己株式を26,077株保有しておりますが、上記大株主からは除外しておりま

す。

２.持株比率は自己株式を控除して計算し、小数点第２位を四捨五入して表示しておりま

す。

３.平成29年10月１日付で普通株式について10株を１株にする株式併合を行うとともに、

単元株式数を1,000株から100株に変更しております。

３．新株予約権等の状況

　(1) 当社役員が保有している職務執行の対価として交付された新株予約権の状

　　　況（平成30年3月31日現在）

　　　該当事項はありません。

　(2) 当事業年度中に職務執行の対価として使用人等に対し交付した新株予約権

　　　の状況

　　　該当事項はありません。
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４．会社役員の状況

(1) 取締役の状況（平成30年3月31日現在）

会社における地位 氏 名 担 当 及 び 重 要 な 兼 職 の 状 況

代表取締役会長兼社長 西 本 安 秀

取 締 役 庄 野 　 豊 仮設機材事業本部長兼東京支店長

取 締 役 齋 藤 　 健 技術商品開発本部長

取 締 役 石 井 　 裕 管理本部長兼総務部長兼製造本部長

取 締 役 寺 田 真 人 住宅鉄骨事業本部長

取  締  役 ( 社 外 ) 実 野 　 現 弁護士

取締役 常勤監査等委員 岡 田 一 馬

取締役 監査等委員(社外) 岡 本 政 明 弁護士

取締役 監査等委員(社外) 岸 田 英 雄 アルインコ株式会社　取締役常勤監査等委員

取締役 監査等委員(社外) 冨 岡 　 達
旭化成ホームズ株式会社
経営管理部長兼経営企画室長

 (注) １.取締役監査等委員岡田一馬氏は、長年当社の経理業務を担当しており、財務及び会計

に関する相当程度の知見を有しております。

２.取締役監査等委員岸田英雄氏は、経理部門における長年の経験があり、財務及び会計

に関する相当程度の知見を有しております。

３.取締役監査等委員冨岡達氏は、経営管理部門における長年の経験があり、財務及び会

計に関する相当程度の知見を有しております。

４.情報収集の充実を図り、内部監査部門等との十分な連携を通じて監査の実効性を高め、

監査・監督機能を強化するために岡田一馬氏を常勤の監査等委員として選定しており

ます。

５.代表取締役西本安秀氏は、平成29年６月23日付で代表取締役会長兼CEOから代表取締役

会長兼社長に就任しております。

６.取締役寺田真人氏は、平成29年６月23日付で住宅鉄骨事業本部長に就任しております。

７.平成29年６月23日開催の第66回定時株主総会終結の時をもって、代表取締役安孫子　

雷太、取締役林茂雄、取締役川上義広の各氏は任期満了により退任いたしました。

８.当社は、取締役実野現、岡本政明の両氏を東京証券取引所の定めに基づく独立役員と

して指定し、同取引所に届け出ております。

(2) 責任限定契約の内容の概要

当社と社外取締役実野現氏及び各監査等委員は、会社法第427条第１項の規

定に基づき、同法第423条第１項の損害賠償責任を限定する契約を締結してお

ります。当該契約に基づく損害賠償責任の限度額は、法令が定める最低責任

限度額としております。
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(3) 取締役に支払った報酬等の総額

当事業年度に係る報酬等の総額

区 分 支 給 人 員 支 給 額

取 締 役 （ 監 査 等 委 員 を 除 く ）
（ う  ち  社  外  取  締  役 ）

７
(１)

名
78

(２)
百万円

取 締 役  監 査 等 委 員
（ う  ち  社  外  取  締  役 ）

２
(１)

20
(３)

合 計 ９ 99

 (注) １.上記には、平成29年６月23日開催の第66回定時株主総会終結の時をもって退任した取締

役（監査等委員を除く）２名を含んでおります。なお、無報酬の取締役（監査等委員を

除く）１名、社外取締役（監査等委員）２名を除いております。

２.取締役の支給額には、使用人兼務取締役の使用人分給与は含まれておりません。

３.取締役（監査等委員を除く）の報酬限度額は、平成28年６月24日開催の第65回定時株主

総会において年額150百万円以内（ただし、使用人分給与は含まない）と決議いただい

ております。

４.取締役監査等委員の報酬限度額は平成28年６月24日開催の第65回定時株主総会におい

て年額30百万円以内と決議いただいております。

５.平成29年８月に発覚した名古屋工場における不適切な会計処理に関する経営責任を明

確化するため、取締役３名については平成30年３月の支払分から、10％から30％を３ヶ

月の間、月額報酬を減額支給しております。また、退任した前代表取締役社長について

は、月額報酬の30％の３ヶ月分を自主返上いたしております。

６.上記の支給額には、当事業年度における役員賞与引当金の繰入額23百万円（取締役（監

査等委員を除く）４名に対し20百万円、取締役監査等委員１名に対し２百万円）が含ま

れております。

７.金額表示は表示単位未満を切り捨てて記載しております。
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(4) 社外役員に関する事項

①他の法人等の重要な兼職の状況及び当社と当該他の法人等との関係

・取締役監査等委員岸田英雄氏は、当社の大株主であるアルインコ株式会

社の取締役常勤監査等委員を兼務しております。

・取締役監査等委員冨岡達氏は、当社の大株主である旭化成ホームズ株式

会社の従業員であります。

②当事業年度における主な活動状況

②-１．取締役会及び監査等委員会への出席状況

取締役会
（13回開催）

監査等委員会
（11回開催）

出 席 回 数 出 席 率 出 席 回 数 出 席 率

取締役
実 野 　 現

12 92 － －

取締役 監査等委員
岡 本 政 明

13 100 11回 100％

取締役 監査等委員
岸 田 英 雄

13 100 11 100

取締役 監査等委員
冨 岡 　 達

11 100 9 100

(注)　取締役冨岡達氏は平成29年６月23日就任以降に開催された取締役会（11回開催）及

び監査等委員会（９回開催）への出席状況を記載しております。

②-２．取締役会及び監査等委員会における発言状況

・取締役実野現氏は、取締役会において、弁護士としての専門的見地から

取締役会の意思決定の妥当性・適正性を確保するための助言・提言を行

っております。

・取締役監査等委員岡本政明氏は、取締役会において、弁護士としての専

門的見地から取締役会の意思決定の妥当性・適正性を確保するための発

言を行っております。また、監査等委員会において、法令遵守状況等内

部監査について、適宜、法律面からの発言を行っております。

・取締役監査等委員岸田英雄氏は、取締役会において、仮設機材メーカー

においての経験・見地から取締役会の意思決定の妥当性・適正性を確保

するための発言を行っております。また、監査等委員会において、財務

報告の適正性等内部監査について適宜、必要な発言を行っております。

・取締役監査等委員冨岡達氏は、取締役会において、住宅メーカーにおい

ての経験・見地から取締役会の意思決定の妥当性・適正性を確保するた

めの発言を行っております。また、監査等委員会において、財務報告の

適正性等内部監査について適宜、必要な発言を行っております。

②-３．当社不祥事等に関する対応の概要

平成29年８月に当社名古屋工場における不適切な会計処理が発覚いたし

ました。社外取締役全員は、当該事実が発覚するまで認識をしておりませ
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んでしたが、従前より取締役会等において法令順守の徹底を求め、注意喚

起を行っておりました。また、本件発覚後はコンプライアンスの更なる徹

底、内部統制のさらなる強化を要請し、再発防止に向けた提言を行うなど、

その職責を果たしております。

５．会計監査人の状況
(1)名称　 有限責任監査法人トーマツ

(2)報酬等の額

支払額

当事業年度に係る会計監査人としての報酬等の額 103,000千円

当社が会計監査人に支払うべき金銭その他の財産上の
利益の合計額

103,000千円

 (注) １.当社と会計監査人との間の監査契約において、会社法に基づく監査と金融商品取引法

に基づく監査の監査報酬等の額を明確に区分しておらず、実質的にも区分できません

ので、当事業年度に係る会計監査人としての報酬等の額にはこれらの合計額を記載し

ております。

２.監査等委員会は、会計監査人の監査計画の内容、前期の監査計画と実績との比較、監

査時間及び報酬額の推移を確認した上で、当事業年度の監査予定時間及び報酬額の妥

当性を検討した結果、会計監査人の報酬等の額について同意の判断をいたしました。

(3)非監査業務の内容

該当事項はありません。

(4)会計監査人の解任または不再任の決定の方針

監査等委員会は、会計監査人の職務の執行に支障がある場合等、その必要

があると判断した場合は、株主総会に提出する会計監査人の解任または不

再任に関する議案の内容を決定いたします。また、会計監査人が会社法第

340条第１項各号に定める項目に該当すると認められる場合は、監査等委員

全員の同意に基づき会計監査人を解任いたします。この場合、監査等委員

会が選定した監査等委員は、解任後最初に招集される株主総会において、

会計監査人を解任した旨と解任の理由を報告いたします。

(5)会計監査人が受けた過去２年間の業務停止の内容

該当事項はありません。
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６．業務の適正を確保するための体制及び当該体制の運用状況

（１）業務の適正を確保するための体制

当社は、平成18年５月24日の取締役会において、内部統制に関する基本方針

について決議し、平成28年６月24日の取締役会において一部改正いたしまし

た。その概要は、次の通りです。

１．取締役及び使用人の職務が法令及び定款に適合することを確保するための

体制

①取締役及び使用人が法令・定款を遵守し、高い企業倫理と社員倫理を保

ち、社会人としての良識と責任をもって行動ができるように「コンプラ

イアンス・プログラム」を導入し、「中央ビルト工業株式会社役職員行

動規範」を定めている。また、その徹底を図るために、「コンプライア

ンス委員会」を設置し、コンプライアンス上の重要な問題を審議すると

ともに、コンプライアンス体制の維持・向上を図り、啓蒙教育を実施す

る。更に、法令上疑義ある行為について直接情報提供を行う手段として

ホットラインを設置・運営する。

②取締役の職務執行については原則として月１回開催される取締役会に

おいて報告され、法令遵守による業務執行の周知徹底を図るとともに、

各取締役の業務執行状況について相互牽制機能が働く体制をとってい

る。適時開催されている役員会及び部店長会議の場でもトレース、チェ

ックを行う体制を敷いている。また、監査等委員会においてもその職責

に基づき取締役及び使用人の職務執行に関する法令遵守を検証する体

制をとっている。

２．取締役の職務の執行に係る情報の保存及び管理に関する体制

取締役の職務執行に係る情報については､「文書管理規程」「情報システ

ム管理基準」に基づき、適切且つ確実に検索が容易な状態で保存・管理する

とともに、情報種別に応じて適切な保存期間を定め期間中は閲覧可能な状態

を維持するものとする。

３．損失の危険の管理に関する規程その他の体制

①コンプライアンス、環境、災害、品質、情報セキュリティに係るリスク

については、それぞれの担当部署にて、規則・ガイドラインの制定、研

修の実施、マニュアルの作成・配布を行うものとし、組織横断的リスク

状況の監視及び全社的対応は社長を委員長とするリスク検討委員会を

設置し定例的にリスクの検討・評価・対策等を管理、監督している。

②不測の事態が発生した場合には、社長指揮下の対策本部を設置し、迅速

な対応を行い、損害の拡大を防止する体制を整えるものとする。
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４．取締役の職務の執行が効率的に行われることを確保するための体制

①取締役の職務の執行が効率的に行われることを確保するための体制の

基礎として､原則として月１回の定例取締役会及び適時臨時取締役会を

開催し、経営の基本方針並びに重要な業務執行を決定するとともに、取

締役の業務執行状況の監督等を行うものとする。

②取締役会の決定に基づく業務執行については、組織規程、業務分掌規

程、職務権限規程において、それぞれの責任者及びその責任、執行手続

の詳細について定めるものとする。

③中期経営計画及び年度事業計画を立案し、全社的な目標を設定するもの

とする。また、取締役及び各事業部門長により構成された部店長会議に

おいて、定期的に各事業部門より業績のレビューと改善策を報告させ、

具体的な施策を実施させるものとする。

５．監査等委員会の職務を補助すべき使用人に関する体制と当該使用人の取締

役（監査等委員である取締役を除く。）からの独立性並びに当該使用人に対

する指示の実効性に関する事項

①監査等委員会が必要とした場合、監査等委員会の職務を補助する使用人

を置くものとする。なお、当該使用人の任命、異動、評価、懲戒は、監

査等委員会の意見を尊重した上で行うものとし、当該使用人の取締役

（監査等委員である取締役を除く。）からの独立性を確保するものとす

る。

②当該使用人が他部署の使用人と兼務する場合は、監査等委員会に係る業

務を優先して従事するものとする。

６．取締役及び使用人が監査等委員会に報告するための体制、その他の監査等

委員会への報告に関する体制及び監査等委員会の監査が実効的に行われる

ことを確保するための体制

①取締役及び使用人は会社の業務または業績に与える重要な事項につい

て監査等委員会に報告するものとし、職務の執行に関する法令違反、定

款違反及び不正行為の事実、または会社に損害を及ぼす事実を知った時

は遅滞なく報告するものとする。なお、前記に拘らず、監査等委員会は

必要に応じて、取締役及び使用人に対し報告を求めることができるもの

とする。

②監査等委員会は、策定した監査方針に従って、取締役会や経営会議など

の重要な会議に出席し、意見具申や取締役の業務執行状況の監督を行う

ほか、稟議を始めとする重要書類の閲覧、本社各部門及び支店・営業所

の業務監査を積極的に実施し、業務執行の適法性・妥当性に関するチェ
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ックを行い、取締役会に監査結果につき報告を行うものとする。また会

計監査人と情報交換に努め、連携して当社の監査の実効性を確保するも

のとする。

７．上記の報告をした者が当該報告をしたことを理由として不利な取扱いを受

けないことを確保するための体制

当社は、監査等委員会への報告を行った当該報告者に対し、報告をしたこ

とを理由として不利な取扱いを行うことを禁止し、その旨取締役及び使用人

に周知徹底している。

８．監査等委員の職務の遂行について生じる費用の前払いまたは償還の手続そ

の他の当該職務の遂行について生じる費用または債務の処理に係る方針に

関する事項

監査等委員がその職務の遂行について生じる費用の前払いまたは償還等

の請求をした時は、当該監査等委員の職務の遂行に必要でないと認められた

場合を除き、速やかに当該費用または債務を処理するものとする。

９．その他監査等委員会監査が実効的に実施されるための体制

①代表取締役は、監査等委員会と定期的な意見交換会を実施するととも

に、常勤監査等委員へ適宜必要な情報を提供し、監査等委員会との活発

な意思の疎通を図っている。

②監査等委員の職務の遂行にあたり、監査等委員が必要と認めた場合に、

弁護士、公認会計士、税理士等の外部の専門家との連携を図ることので

きる環境を整備している。

（２）業務の適正を確保するための体制の運用状況について

内部統制システムの運用状況につきましては、基本方針及び年度監査計画に

基づき内部監査室による整備及び運用状況のモニタリングを実施し、その内容

については監査等委員会に報告しております。内部統制システムの運用上見

出された問題点等については、是正・改善状況並びに再発防止策への取り組み

状況を取締役会へ報告することにより、適切な内部統制システムの構築・運用

に努めております。また役職員行動規範を定め、取締役及び全ての従業員に対

し周知徹底を図り、内部通報制度規程を定め業務に関する法令違反行為等を外

部機関（弁護士）に通報する義務を課し、取締役会は内部通報制度の運用状況

を監視しています。常勤監査等委員は監査等委員会監査の他に取締役会及び

社内の重要な会議に出席し、業務執行の状況やコンプライアンスに関するリス

クを監視しております。
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貸　借　対　照　表
（平成30年3月31日現在）

（単位：千円）

資 産 の 部 負 債 の 部

科 目 金 額 科 目 金 額

流 動 資 産

現 金 及 び 預 金

受 取 手 形

売 掛 金

営 業 未 収 入 金

製 品

仕 掛 品

原 材 料 及 び 貯 蔵 品

前 払 費 用

繰 延 税 金 資 産

未 収 入 金

そ の 他

貸 倒 引 当 金

固 定 資 産

有 形 固 定 資 産

建 物

構 築 物

機 械 及 び 装 置

貸 与 資 産

車 両 運 搬 具

工具、器具及び備品

土 地

リ ー ス 資 産

無 形 固 定 資 産

ソ フ ト ウ ェ ア

水 道 施 設 利 用 権

電 話 加 入 権

投 資 そ の 他 の 資 産

投 資 有 価 証 券

長 期 前 払 費 用

繰 延 税 金 資 産

差 入 保 証 金

そ の 他

貸 倒 引 当 金

4,313,375

929,140

742,959

538,293

445,692

921,833

224,211

391,719

8,616

31,784

75,726

5,546

△2,150

5,109,809

4,707,834

363,752

218,554

165,971

696,531

2,660

11,992

3,177,361

71,011

11,472

8,761

1,345

1,365

390,502

39,885

404

75,660

212,311

66,072

△3,832

流 動 負 債 3,865,527

支 払 手 形 917,869

買 掛 金 420,851

短 期 借 入 金 1,600,000

１年内返済予定の長期借入金 530,912

リ ー ス 債 務 29,368

未 払 金 8,460

未 払 費 用 284,796

前 受 金 12,828

預 り 金 12,077

賞 与 引 当 金 25,353

役 員 賞 与 引 当 金 23,010

固 定 負 債 2,156,062

長 期 借 入 金 1,861,292

長 期 預 り 金 1,941

リ ー ス 債 務 46,337

退 職 給 付 引 当 金 135,250

長 期 未 払 金 85,027

資 産 除 去 債 務 26,214

負 債 合 計 6,021,590

純 資 産 の 部

株 主 資 本 3,388,386

資 本 金 508,000

資 本 剰 余 金 758,543

資 本 準 備 金 758,543

利 益 剰 余 金 2,148,581

そ の 他 利 益 剰 余 金 2,148,581

繰 越 利 益 剰 余 金 2,148,581

自 己 株 式 △26,738

評 価 ・ 換 算 差 額 等 13,207

その他有価証券評価差額金 13,207

純 資 産 合 計 3,401,594

資 産 合 計 9,423,185 負 債 ・ 純 資 産 合 計 9,423,185

（注）金額表示は表示単位未満を切り捨てて記載しております。
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損　益　計　算　書
(平成29年4月1日から平成30年3月31日まで)

（単位：千円）

科 　 　 目 金　　　額

売 上 高

製 品 売 上 高 2,903,941

商 品 売 上 高 467,322

賃 貸 収 入 2,514,641 5,885,905

売 上 原 価

製 品 売 上 原 価 2,425,170

商 品 売 上 原 価 396,157

賃 貸 原 価 2,026,030 4,847,358

売 上 総 利 益 1,038,546

販 売 費 及 び 一 般 管 理 費 1,145,942

営 業 損 失 107,395

営 業 外 収 益

受 取 利 息 及 び 配 当 金 1,331

受 取 地 代 家 賃 4,658

養 老 保 険 解 約 返 戻 金 3,273

そ の 他 3,184 12,447

営 業 外 費 用

支 払 利 息 17,659

そ の 他 3,178 20,838

経 常 損 失 115,786

特 別 損 失

減 損 損 失 8,844 8,844

税 引 前 当 期 純 損 失 124,631

法 人 税 、 住 民 税 及 び 事 業 税 12,363

法 人 税 等 調 整 額 △37,017 △24,653

当 期 純 損 失 99,977

（注）金額表示は表示単位未満を切り捨てて記載しております。
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株主資本等変動計算書
（平成29年4月1日から平成30年3月31日まで)

（単位：千円）

株　　　　主　　　　資　　　　本

資 本 金

資本剰余金 利益剰余金

自己株式
株主資本

合計資本準備金
資本剰余金

合計

その他利益

剰余金 利益剰余金

合計繰越利益

剰余金

当 期 首 残 高 508,000 758,543 758,543 2,577,108 2,577,108 △25,770 3,817,881

誤謬の訂正によ

る累積的影響額
- - - △269,711 △269,711 - △269,711

遡 及 処 理 後

当 期 首 残 高
508,000 758,543 758,543 2,307,397 2,307,397 △25,770 3,548,169

当 期 変 動 額

剰 余 金 の 配 当 △58,837 △58,837 △58,837

当期純損失（△） △99,977 △99,977 △99,977

自己株式の取得 △968 △968

株主資本以外の項

目の当期変動額

（ 純 額 ）

当期変動額合計 - - - △158,815 △158,815 △968 △159,783

当 期 末 残 高 508,000 758,543 758,543 2,148,581 2,148,581 △26,738 3,388,386

評価・換算差額等

純資産合計その他有価証券

評価差額金

評価・換算

差額等合計

当 期 首 残 高 10,816 10,816 3,828,698

誤謬の訂正によ

る累積的影響額
- - △269,711

遡 及 処 理 後

当 期 首 残 高
10,816 10,816 3,558,986

当 期 変 動 額

剰 余 金 の 配 当 △58,837

当期純損失（△） △99,977

自己株式の取得 △968

株主資本以外の項

目の当期変動額

（ 純 額 ）

2,390 2,390 2,390

当期変動額合計 2,390 2,390 △157,392

当 期 末 残 高 13,207 13,207 3,401,594

（注）金額表示は表示単位未満を切り捨てて記載しております。
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個別注記表

１．重要な会計方針に係る事項に関する注記

(1) 有価証券の評価基準及び評価方法
　その他有価証券
　時価のあるもの　　　　　　　　決算日の市場価格等に基づく時価法によっております。

（評価差額は全部純資産直入法により処理し、売却原
価は移動平均法により算定）

　時価のないもの　　　　　　　　移動平均法による原価法によっております。
(2) デリバティブ　　　　　　　　　　時価法を採用しております。
(3) 棚卸資産の評価基準及び評価方法

製品、仕掛品、原材料、貯蔵品　　移動平均法による原価法（貸借対照表価額は収益性の
低下による簿価切り下げの方法により算定）によって
おります。

(4) 固定資産の減価償却方法
　有形固定資産　　　　　　　　　　定率法によっております。
（リース資産を除く）　　　　　　　但し、平成10年４月１日以降に取得した建物（建物附

属設備を除く）並びに平成28年４月１日以降に取得し
た建物附属設備及び構築物については定額法によって
おります。
なお、主な耐用年数は以下のとおりであります。
　　　建　　物　３年～34年
　　　構 築 物　７年～30年
　機械及び装置　２年～15年
　　　貸与資産　５年

　無形固定資産
（リース資産を除く）

自社利用のソフトウェアについては、社内における利
用可能期間（５年）に基づく定額法によっております。

　リース資産　　　　　　　　　　　所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース
資産については、リース期間を耐用年数として、原則
として残存価額を零とする定額法を採用しております。
なお、残価保証がある場合は、これを残存価額として
おります。

(5) 引当金の計上基準
貸倒引当金　　　　　　　　　　　債権の貸倒による損失に備えるため、一般債権につい

ては貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特定の債権に
ついては個別に回収可能性を勘案し、回収不能見込額
を計上しております。

賞与引当金　　　　　　　　　　　従業員の賞与の支払に充てるため、将来の支給見込額
のうち、当事業年度の負担額を計上しております。

役員賞与引当金　　　　　　　　　役員の賞与の支払に充てるため、将来の支給見込額の
うち、当事業年度の負担額を計上しております。

退職給付引当金　　　　　　　　　従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末におけ
る退職給付債務の見込額に基づき、当事業年度末にお
いて発生していると認められる額を計上しております。
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(6) ヘッジ会計の方法
ヘッジ会計の方法　　　　　　　　繰延ヘッジ処理によっております。金利スワップにつ

いては特例処理の要件を満たしているため、特例処理
を採用しております。

ヘッジ手段とヘッジ対象　　　　　ヘッジ手段・・・金利スワップ
ヘッジ対象・・・借入金利息

ヘッジ方針　　　　　　　　　　　金利スワップを借入金等の支払利息の軽減または金利
変動リスクヘッジ目的で行うこととしており、投機目
的のためには利用しない方針としております。

ヘッジ有効性評価の方法　　　　　ヘッジ手段の変動額の累計額とヘッジ対象の変動額の
累計を比較して有効性の判定を行っております。
ただし、金利スワップについては特例処理の要件を満
たしているため、有効性の評価を省略しております。

(7) 消費税等の会計処理　　　　　　　消費税及び地方消費税の会計処理は、税抜き方式によ
っております。

２．誤謬の訂正に関する注記

当事業年度において、名古屋工場の棚卸資産が過大に計上されている等の不適切な会計処理

が行われていたことが判明したため、誤謬の訂正を行っております。

これにより、当事業年度の期首の利益剰余金が269,711千円減少しております。

３．貸借対照表に関する注記

(1) 有形固定資産の減価償却累計額 13,068,546千円
(2) 担保に供している資産及び担保に係る債務
１．金融機関借入金につき担保に供している資産

建物 92,021千円
土地 1,330,549千円

計 1,422,571千円

２．担保に係る債務
長期借入金（1年内返済予定を含む） 514,284千円

(3) 手形債権流動化による受取手形の譲渡高及び支払留保額
受取手形の譲渡高 557,853千円

支払留保額 44,435千円

（注）支払留保額は、手形債権流動化による受取手形の譲渡高のうち遡及
義務として支払留保されているものであります。

(4) 関係会社に対する金銭債権及び金銭債務
短期金銭債権 111,706千円

短期金銭債務 145,446千円

(5) 取締役（監査等委員を含む）に対する長期金銭債務 85,027千円
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４．損益計算書に関する注記

      関係会社との取引高
関係会社に対する売上高 660,382千円
関係会社からの仕入高 523,429千円

５．株主資本等変動計算書に関する注記

(1) 発行済株式の総数に関する事項

株 式 の 種 類 当事業年度期首 増加 減少 当事業年度末

普通株式(株) 23,787,400 ― 21,408,660 2,378,740

（注）当事業年度の減少は、平成29年10月１日付けで普通株式について10株を1株の割合で株式
併合を行ったことによるものであります。

(2) 自己株式の数に関する事項

株 式 の 種 類 当事業年度期首 増加 減少 当事業年度末

普通株式(株) 252,336 843 227,102 26,077

（注）１.当事業年度の増加は、単元未満株式の買取によるものであります。
２.当事業年度の減少は、平成29年10月１日付けで普通株式について10株を1株の割合で

株式併合を行ったことによるものであります。

(3) 剰余金の配当に関する事項

１．配当金支払額
　　平成29年６月23日開催の第66回定時株主総会決議による配当に関する事項

・配当金の総額 58,837千円
・１株当たり配当金額 ２円50銭
・基準日 平成29年３月31日
・効力発生日 平成29年６月26日

（注）平成29年10月１日付けで普通株式について10株を1株の割合で株式併合を行っておりま
す。１株当たりの配当金額については、当該株式併合前の金額を記載しております。

２．基準日が当事業年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌事業年度となるもの
　　平成30年６月22日開催の第67回定時株主総会決議による配当に関する事項

・配当金の総額 47,053千円
・１株当たり配当金額 20円00銭
・基準日 平成30年３月31日
・効力発生日 平成30年６月25日
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６．税効果会計に関する注記

    繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳

 　 繰延税金資産（流動）

棚卸資産評価損 35,696千円
賞与引当金 7,763千円
未払事業税等 312千円
その他 1,966千円
繰延税金資産小計 45,739千円
評価性引当額 △13,955千円
繰延税金資産(流動)の総額 31,784千円

　繰延税金資産（固定）

退職給付引当金 41,413千円
長期未払金 26,035千円
資産除去債務 9,322千円
繰越欠損金 34,879千円
減損損失 2,708千円
その他 4,806千円
繰延税金資産小計 119,165千円
評価性引当額 △37,681千円
繰延税金資産(固定)の総額 81,484千円

　　繰延税金負債（固定）

その他有価証券評価差額金 5,823千円
繰延税金負債(固定)の総額 5,823千円
繰延税金資産(固定)の純額 75,660千円
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７．金融商品に関する注記

(1)金融商品の状況に関する事項

当社は、資金運用については短期的な預金等に限定し、銀行等金融機関からの借入により
資金を調達しております。
受取手形及び売掛金等に係る顧客の信用リスクは、信用程度規程に沿ってリスク低減を図

っております。
借入金の使途は運転資金(主として短期)及び設備投資資金(長期)であります。長期借入金

の中には変動金利のものがあり、金利の変動リスクに晒されておりますが、一部はデリバテ
ィブ取引（金利スワップ取引）を利用してヘッジしております。

(2)金融商品の時価等に関する事項
　平成30年３月31日（当事業年度の決算日）における貸借対照表計上額、時価及びこれらの
差額については、次のとおりであります。

（単位：千円）

貸借対照表計上額（※） 時価（※） 差額

①現金及び預金 929,140 929,140 －

②受取手形 742,959 742,959 －

③売掛金 538,293 538,293 －

④営業未収入金 445,692 445,692 －

⑤支払手形 (917,869) (917,869) －

⑥買掛金 (420,851) (420,851) －

⑦短期借入金 (1,600,000) (1,600,000) －

⑧長期借入金

(1年内返済予定を含む)
(2,392,204) (2,397,521) 5,317

(※)負債に計上されているものについては、（　）で示しております。
（注）金融商品の時価の算定方法

①現金及び預金、②受取手形、③売掛金、④営業未収入金
　これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳簿価額
によっております。
⑤支払手形、⑥買掛金、⑦短期借入金
　これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳簿価額
によっております。
⑧長期借入金（１年内返済予定を含む）
　長期借入金（１年内返済予定を含む）の時価については、変動金利によるものは短期間で
市場金利を反映し、また当社の信用状態は借入実行後大きく変動していないことから、時価
は帳簿価額と近似していると考えられるため、当該帳簿価額によっております。固定金利に
よるものは、元利金の合計額を同様の新規借入を行った場合に想定される利率を割り引いて
算定する方法によっております。
　変動金利による長期借入金の一部については、金利スワップの特例処理の対象とされてお
り、当該金利スワップと一体として処理された元利金の合計額を、同様の新規借入を行った
場合に想定される利率で割り引いた現在価値により算定しております。
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８．関連当事者との取引に関する注記

親会社及び法人主要株主等

属性
会社等の
名称

住所
資本金
(千円)

事業の
内容

又は職業

議決権等
の被所有
割合

関係内容
取引の
内容

取引金額
(千円)

科目
期末
残高

(千円)
役員の
兼任等

事業上
の関係

その
他の
関係
会社
の子
会社

旭化成住
工株式会
社

滋賀県
東近江
市

2,820,000
住宅部材
の総合生
産

― なし
住宅部
材の製
造受託

製品の
販 売

材料の
仕 入

660,382

523,429

売掛金

買掛金

111,706

145,446

取引条件ないし取引条件の決定方針等
(1)製品の販売は、総原価を勘案した価格交渉のうえ、適正な価格、取引条件により行って

おります。
(2)材料の仕入は、市場価格を勘案した価格交渉のうえ、適正な価格、取引条件により行っ

ております。
(3)取引金額は消費税等抜きで債権・債務の期末残高は消費税等込みの金額であります。

９．１株当たり情報に関する注記

 　１株当たり純資産額 1,445円85銭

 　１株当たり当期純損失 42円49銭

（注）１.平成29年10月１日付けで、普通株式について10株を１株の割合で株式併合を行ってお

ります。当事業年度の期首に当該株式併合が行われたと仮定し、１株当たり純資産

額、１株当たり当期純損失を算定しております。

２.１株当たり当期純利益の算定上の基礎は次のとおりであります。

損益計算書上の当期純損失 99,977千円

普通株主に帰属しない金額 －千円

普通株式に係る当期純損失 99,977千円

普通株式の期中平均株式数 2,353,063株

普通株式の期中平均株式数は、期中平均発行済株式総数から期中平均自己株式数を控
除して算出しております。

10．重要な後発事象に関する注記

当該事項はありません。
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計算書類に係る会計監査報告

独立監査人の監査報告書
平成30年５月17日

中央ビルト工業株式会社
取　締　役　会　御中

有限責任監査法人トーマツ
指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員

公認会計士 加 藤 克 彦 
指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員

公認会計士 菊 地 　 徹 

　当監査法人は、会社法第436条第２項第１号の規定に基づき、中央ビルト工業株式会社の平
成29年４月１日から平成30年３月31日までの第67期事業年度の計算書類、すなわち、貸借対照
表、損益計算書、株主資本等変動計算書及び個別注記表並びにその附属明細書について監査を
行った。

計算書類等に対する経営者の責任
　経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して計
算書類及びその附属明細書を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬によ
る重要な虚偽表示のない計算書類及びその附属明細書を作成し適正に表示するために経営者
が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

監査人の責任
　当監査法人の責任は、当監査法人が実施した監査に基づいて、独立の立場から計算書類及び
その附属明細書に対する意見を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公
正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当監査法人に計算書
類及びその附属明細書に重要な虚偽表示がないかどうかについて合理的な保証を得るため
に、監査計画を策定し、これに基づき監査を実施することを求めている。
　監査においては、計算書類及びその附属明細書の金額及び開示について監査証拠を入手する
ための手続が実施される。監査手続は、当監査法人の判断により、不正又は誤謬による計算書
類及びその附属明細書の重要な虚偽表示のリスクの評価に基づいて選択及び適用される。監
査の目的は、内部統制の有効性について意見表明するためのものではないが、当監査法人は、
リスク評価の実施に際して、状況に応じた適切な監査手続を立案するために、計算書類及びそ
の附属明細書の作成と適正な表示に関連する内部統制を検討する。また、監査には、経営者が
採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体
としての計算書類及びその附属明細書の表示を検討することが含まれる。
　当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。

監査意見
　当監査法人は、上記の計算書類及びその附属明細書が、我が国において一般に公正妥当と認
められる企業会計の基準に準拠して、当該計算書類及びその附属明細書に係る期間の財産及び
損益の状況をすべての重要な点において適正に表示しているものと認める。

利害関係
　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害
関係はない。

以　上
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監査等委員会の監査報告

監　査　報　告　書
　当監査等委員会は、平成29年４月１日から平成30年３月31日までの第67期事業年度における
取締役の職務の執行について監査いたしました。その方法及び結果につき以下のとおり報告い
たします。

１．監査の方法及びその内容
監査等委員会は、会社法第399条の13第１項第１号ロ及びハに掲げる事項に関する取締役会

決議の内容並びに当該決議に基づき整備されている体制（内部統制システム）について取締
役及び使用人等からその構築及び運用の状況について定期的に報告を受け、必要に応じて説
明を求め、意見を表明するとともに、下記の方法で監査を実施しました。

①　監査等委員会が定めた監査等委員会監査等基準に準拠し、監査の方針、職務の分担等に
従い、会社の内部監査部門その他内部統制所管部門と連携のうえ、重要な会議に出席し、
取締役及び使用人等からその職務に関する事項の報告を受け、必要に応じて説明を求め、
重要な決裁書類等を閲覧し、本社及び主要な事業所において業務及び財産の状況を調査い
たしました。

②　会計監査人が独立の立場を保持し、かつ、適正な監査を実施しているかを監視及び検証
するとともに、会計監査人からその職務の執行状況について報告を受け、必要に応じて説
明を求めました。また、会計監査人から「職務の遂行が適正に行われることを確保するた
めの体制」（会社計算規則第131条各号に掲げる事項）を「監査に関する品質管理基準」
（平成17年10月28日企業会計審議会）等に従って整備している旨の通知を受け、必要に応
じて説明を求めました。

以上の方法に基づき、当該事業年度に係る事業報告及びその附属明細書、計算書類（貸借
対照表、損益計算書、株主資本等変動計算書及び個別注記表）及びその附属明細書について
検討いたしました。

２．監査の結果
（１）事業報告等の監査結果

①　事業報告及びその附属明細書は、法令及び定款に従い、会社の状況を正しく示してい
るものと認めます。

②　取締役の職務の執行に関する不正の行為又は法令若しくは定款に違反する重大な事実
は認められません。

③　内部統制システムに関する取締役会の決議の内容は相当であると認めます。また、当
該内部統制システムに関する事業報告の記載内容及び取締役の職務の執行についても、
指摘すべき重要な事項は認められません。
なお、当事業年度において、名古屋工場における不適切な会計処理が発覚し、外部の

調査委員会による事実関係及び発生原因の確認が行われ、再発防止策等の提言が行われ
ました。当社は、この事実を厳粛に受け止め、会社内部統制の強化及びコンプライアン
ス意識の徹底を図り、再発防止に努めております。監査等委員会は、引き続き会社の取
り組みと改善状況を監視してまいります。また、当社元役員による不正行為事件につき
ましては、不正行為が長年にわたり潜在していた事実を重く受け止め、法的措置を含め
た資金回収と信用回復を進めてまいります。

（２）計算書類及びその附属明細書の監査結果
会計監査人有限責任監査法人トーマツの監査の方法及び結果は相当であると認めます。

 　　　　　平成30年５月17日

中央ビルト工業株式会社　監査等委員会

常 勤 監 査 等 委 員 岡 　 田 　 一 　 馬 
監 査 等 委 員 岡 　 本 　 政 　 明 
監 査 等 委 員 岸 　 田 　 英 　 雄 
監 査 等 委 員 冨 　 岡 　 　 　 達 ㊞

(注)監査等委員岡本政明、岸田英雄並びに冨岡達は、会社法第２条第１５号及び第３３１
条第６項に規定する社外取締役であります。

以　上
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株主総会参考書類
議案及び参考事項

第１号議案　剰余金処分の件

期末配当に関する事項

　期末配当につきましては、業績、当社を取り巻く経営環境、今後の事業

展開、安定配当の維持等総合的に勘案し行うこととしております。

　当期の配当は、株主の皆様の日頃のご支援にお応えするため、以下の通

り実施させていただきたく存じます。

①配当財産の種類

　金銭といたします。

②配当財産の割当てに関する事項及びその総額

　当社普通株式１株につき金２０円といたしたいと存じます。

　なお、この場合の配当総額は４７，０５３，２６０円となります。

③剰余金の配当が効力を生じる日

　平成30年６月25日といたしたいと存じます。
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第２号議案　取締役（監査等委員である取締役を除く。）７名選任の件

取締役（監査等委員である取締役を除く。）６名全員は本総会終結の時を
もって任期満了となります。

つきましては、経営体制の強化のため１名を増員し、取締役（監査等委員
である取締役を除く。）７名の選任をお願いするものであります。

なお、本議案に関しましては、当社の監査等委員会は、すべての取締役候
補者について適任であると判断しております。

取締役（監査等委員である取締役を除く。）候補者は次の通りであります。

候補者
番号

氏 名
（生年月日）

略歴、地位、担当及び重要な兼職の状況
所有する当社
の 株 式 の 数

１
に し も と 　 　 や す ひ で

西 本 　 安 秀
(昭和15年10月10日生)

昭和39年４月　三井物産株式会社入社

昭和55年10月　米国三井物産株式会社

ニューヨーク鉄鋼第二部

部長代理

平成５年６月　三井物産株式会社

鉄鋼国内本部業務推進室長

平成６年５月　同社新潟支店長

平成９年７月　同社理事

平成11年10月　富士鉄鋼資材株式会社

代表取締役社長

平成16年８月　当社代表取締役社長

平成26年６月　当社代表取締役会長兼CEO

平成29年６月　当社代表取締役会長兼社長
（現任）

13,300株

取締役候補者とした理由

経営者としての豊富な経験と幅広い見識を有し、当社の代表取締役に相応しい経験
と能力を有しており、今後も当社経営を担うことを期待されるため選任いたしまし
た。

２
し ょ う の 　 　 　 　 ゆ た か

庄 野 　 　 豊
(昭和40年７月19日生)

平成３年３月　当社入社

平成21年５月　機材営業本部東京支店

営業二部長

平成24年７月　機材営業本部東京支店長

兼営業二部長

平成25年４月　参与兼機材営業副本部長

兼東京支店長

平成25年６月　取締役機材営業本部長

平成27年４月　取締役機材営業本部長

兼東京支店長

平成29年４月　取締役仮設機材事業本部長

兼東京支店長

平成30年４月　取締役仮設機材事業本部長
（現任）

1,500株

取締役候補者とした理由

当社営業部門における豊富な経験を有し、これらの経験、実績を活かし当社経営を
担うことを期待できるため選任いたしました。
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候補者
番号

氏 名
（生年月日）

略歴、地位、担当及び重要な兼職の状況
所有する当社
の 株 式 の 数

３
さ い と う 　 　 　 け ん

齋 藤 　 健
(昭和40年４月10日生)

平成17年４月　当社入社

平成21年５月　機材営業本部東京支店

営業一部長

平成25年４月　執行役員機材営業本部

東京支店営業部長

平成25年６月　執行役員機材営業本部

副本部長兼東京支店長

平成26年６月　取締役機材営業副本部長

兼東京支店長

平成27年４月　取締役技術商品開発本部長

平成30年４月　取締役技術商品開発本部長

兼製造本部長（現任）

900株

取締役候補者とした理由

当社営業部門及び商品開発部門における豊富な経験を有し、これらの経験、実績を
活かし当社経営を担うことを期待できるため選任いたしました。

４
い し い 　 　 　 ゆ た か

石 井 　 裕
(昭和42年６月１日生)

平成17年７月　当社入社

平成19年４月　管理本部総務部長

平成24年４月　管理本部長兼総務部長

平成25年４月　執行役員管理本部長

兼総務部長

平成29年４月　参与管理本部長兼総務部長

兼製造本部長

平成29年６月　取締役管理本部長兼総務部長

兼製造本部長

平成30年４月　取締役管理本部長兼総務部長

（現任）

1,000株

取締役候補者とした理由

当社管理部門における豊富な経験を有し、これらの経験、実績を活かし当社経営を
担うことを期待できるため選任いたしました。
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候補者
番号

氏 名
（生年月日）

略歴、地位、担当及び重要な兼職の状況
所有する当社
の 株 式 の 数

５
て ら だ 　 　 　 ま さ ひ と

寺 田 　 真 人
(昭和31年5月20日生)

昭和56年４月　旭化成ホームズ株式会社入社

平成16年10月　同社中部営業本部

名古屋第一営業部長

平成18年４月　同社中部営業本部岐阜支店長

平成21年４月　同社中部営業本部技術部長

平成26年４月　旭化成住工株式会社

代表取締役社長

平成29年４月　旭化成ホームズ株式会社

社長付（現任）

平成29年６月　当社取締役

住宅鉄骨事業本部長（現任）

－株

取締役候補者とした理由

住宅メーカーにおける豊富な経験と幅広い知識を有しており、これらの経験、実績
を活かし当社経営を担うことを期待できるため選任いたしました。

６
く ど う 　 　 　 の り ひ さ

工 藤 　 訓 久
(昭和36年４月７日生)

昭和59年４月　旭化成株式会社入社

平成21年６月　旭化成住工株式会社取締役

（現任）

平成28年10月　同社取締役滋賀工場長

平成29年７月　当社執行役員製造本部

千葉第１工場長（現任）

－株

取締役候補者とした理由

住宅メーカーにおける豊富な経験と幅広い知識を有しており、これらの経験、実績
を活かし当社経営を担うことを期待できるため選任いたしました。

７
じ つ の  　　　　　　げん

実 野 　 　 現
(昭和52年６月15日生)

平成18年12月　弁護士登録(第一東京弁護士会)

登録番号34910

平成20年４月　日弁連接見交通権確立委員会

委員（現任）

平成24年11月　実野現法律事務所開設

平成25年４月　第一東京弁護士会

刑事弁護委員会副委員長

平成26年４月　東京三弁護士会

災害対策委員会委員

平成27年６月　当社社外取締役（現任）

－株

社外取締役候補者とした理由

直接企業経営に関与した経験はありませんが、弁護士としての専門知識・経験等を
有し、これらの経験、実績を活かし当社経営を担うことを期待できるため選任いたし
ました。

(注)１.工藤訓久氏は新任の取締役候補者であります。
２.取締役（監査等委員である取締役を除く。）候補者と当社との間には

特別の利害関係はありません。
３.実野現氏は社外取締役候補者であります。
４.実野現氏は、現に当社の社外取締役でありますが、その在任期間は、

本総会終結の時をもって３年であります。
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５.当社は実野現氏との間で、当社定款及び会社法第427条第1項の規定に
基づき、同法第423条第1項に定める損害賠償責任を法令が定める額に
限定する契約を締結しております。なお、同氏の再任が承認された場
合、当該契約を継続する予定であります。

６.当社は実野現氏を東京証券取引所の定めに基づく独立役員として届
け出ております。本議案が可決され、同氏が社外取締役に就任した場
合、当社は引き続き同氏を独立役員とする予定であります。

７.平成29年８月に当社名古屋工場における不適切な会計処理が発覚い
たしました。在任していた社外取締役実野現氏は、当該事実が発覚す
るまで認識をしておりませんでしたが、従前より取締役会等において
法令順守の徹底を求め、注意喚起を行っておりました。また、本件発
覚後はコンプライアンスの更なる徹底、内部統制のさらなる強化を要
請し、再発防止に向けた提言を行うなど、その職責を果たしておりま
す。
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第３号議案　監査等委員である取締役３名選任の件

監査等委員である取締役岡田一馬氏、岡本政明氏、及び岸田英雄氏は本総
会終結の時をもって任期満了となり、また冨岡達氏は辞任されます。つきま
しては、監査体制の効率化を図るため１名減員し、監査等委員である取締役
３名の選任をお願いするものであります。

なお、本議案につきましては、監査等委員会の同意を得ております。
監査等委員である取締役候補者は次の通りであります。

候補者
番号

氏 名
（生年月日）

略歴、地位、担当及び重要な兼職の状況
所有する当社
の 株 式 の 数

１
お か だ 　 　 か ず ま

岡 田 　 一 馬
(昭和21年７月19日生)

昭和45年４月　当社入社

昭和60年４月　大阪支店総務部課長

平成14年10月　管理本部総務部長

平成17年６月　取締役管理本部長

平成19年６月　常勤監査役

平成28年６月　取締役常勤監査等委員

（現任）

9,900株

取締役候補者とした理由

当社管理部門における長年の経験を有し、これらの経験・実績を活かすことで当社の
経営と監査体制の強化を期待できるため選任いたしました。

２
お か も と 　 　 　 ま さ あ き

岡 本 　 政 明
(昭和19年５月23日生)

昭和62年４月　弁護士登録（第一東京弁護士会）

登録番号20148

平成11年４月　日弁連人権擁護委員会委員

平成16年５月　東京三会法律相談連絡協議会

議長

平成18年11月　災害復興まちづくり支援機構

代表委員

平成20年６月　当社社外監査役

平成28年６月　当社社外取締役監査等委員

（現任）

1,000株

社外取締役候補者とした理由

直接企業経営に関与した経験はありませんが、弁護士としての専門知識・経験等を当
社の経営と監査体制の強化に活かしていただくことを期待できるため選任いたしまし
た。

３
お 　 の 　 　 　 な お ゆ き

小 野 　 尚 之
(昭和34年３月29日生)

昭和56年４月　旭化成株式会社入社

平成18年４月　旭化成ファーマ株式会社

経営企画部長

平成23年11月　旭化成ファーマアメリカ

代表取締役社長

平成25年６月　旭化成株式会社監査部長

（現任）

－株

社外取締役候補者とした理由

経営者としての経験と、メーカーの管理部門における幅広い知識を有しており、これ
らの経験・実績を活かすことで当社の経営と監査体制の強化を期待できるため選任いた
しました。
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(注)１.小野尚之氏は新任の監査等委員である取締役候補者であります。
２.監査等委員である取締役候補者と当社との間には特別の利害関係は

ありません。
３.岡本政明氏及び小野尚之氏は社外取締役候補者であります。
４.岡本政明氏は、現に当社の監査等委員である社外取締役であります

が、その在任期間は、本総会終結の時をもって２年であります。な
お、過去に当社の業務執行者でない役員（監査役）であったことがあ
ります。

５.小野尚之氏は、現に特定関係事業者である旭化成株式会社の業務執行
者であり、使用人としての給与等を受けております。

６.当社は岡田一馬氏及び岡本政明氏との間で、当社定款及び会社法第
427条第1項の規定に基づき、同法第423条第1項に定める損害賠償責任
を法令が定める額に限定する契約を締結しております。なお、両氏の
再任が承認された場合、当該契約を継続する予定であります。

７.小野尚之氏が監査等委員である取締役に選任された場合、当社は同氏
との間で、当社定款及び会社法第427条第1項の規定に基づき、同法第
423条第1項に定める損害賠償責任を法令が定める額に限定する契約
を締結する予定であります。

８.岡本政明氏は東京証券取引所の定めに基づく独立役員として届け出
ております。本議案が可決され、同氏が監査等委員である社外取締役
に就任した場合、当社は引き続き同氏を独立役員とする予定でありま
す。

９.平成29年８月に当社名古屋工場における不適切な会計処理が発覚い
たしました。在任していた社外取締役岡本政明氏は、当該事実が発覚
するまで認識をしておりませんでしたが、従前より取締役会等におい
て法令順守の徹底を求め、注意喚起を行っておりました。また、本件
発覚後はコンプライアンスの更なる徹底、内部統制のさらなる強化を
要請し、再発防止に向けた提言を行うなど、その職責を果たしており
ます。
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第４号議案　補欠の監査等委員である取締役３名選任の件

法令に定める監査等委員である取締役の員数を欠くことになる場合に備え、
補欠の監査等委員である取締役３名の選任をお願いするものであります。

補欠の監査等委員である取締役候補者は次の通りであり、鈴木広斗氏は監
査等委員である取締役候補者岡田一馬氏の補欠としての候補者、岡本直也氏
は監査等委員である社外取締役候補者岡本政明氏の補欠としての社外取締役
候補者、加藤雅教氏は監査等委員である社外取締役候補者小野尚之氏の補欠
としての社外取締役候補者であります。本議案につきましては第３号議案
「監査等委員である取締役３名選任の件」が承認可決されることを条件とし
ております。

なお、本選任につきましては、就任前に限り、監査等委員会の同意を得て、
取締役会の決議によりその選任を取り消すことが出来るものとさせていただ
きます。

また、本議案につきましては、監査等委員会の同意を得ております。
補欠の監査等委員である取締役候補者は、次の通りであります。

候補者
番号

氏 名
（生年月日）

略歴、地位、担当及び重要な兼職の状況
所有する当社
の 株 式 の 数

１
す ず き 　 　 ひ ろ と

鈴 木 広 斗
(昭和43年４月２日生)

平成15年９月　当社入社

平成19年11月　管理本部経理部長

平成23年10月　製造本部千葉工場長

平成25年４月　執行役員技術・製造本部

千葉工場長

平成25年６月　執行役員技術・製造本部

副本部長兼千葉工場長

平成28年４月　執行役員経営企画本部長

（現任）

700株

補欠の取締役候補者とした理由

当社管理部門、製造部門における豊富な経験と幅広い知識を有し、これらの経験・実
績を活かすことで当社の経営と監査体制の強化を期待できるため選任いたしました。

２
お か も と 　 　 な お や

岡 本 直 也
(昭和55年11月３日生)

平成22年８月　弁護士登録（第一東京弁護士会）

登録番号42029

平成22年８月　岡本政明法律事務所入所

（現任）

－株

補欠の社外取締役候補者とした理由

直接企業経営に関与した経験はありませんが、弁護士としての専門知識・経験等を当
社の監査体制の強化に活かしていただくことを期待できるため選任いたしました。
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候補者
番号

氏 名
（生年月日）

略歴、地位、担当及び重要な兼職の状況
所有する当社
の 株 式 の 数

３
か と う 　 　 ま さ の り

加 藤 雅 教
(昭和30年11月24日生)

昭和54年４月　旭化成ホームズ株式会社入社

平成15年４月　同社静岡支店長

以降、支店長・営業部長・

営業本部長を歴任

平成26年７月　同社監査部

旭化成建材株式会社監査役

（現任）
平成28年４月　同社監査役室（現任）

－株

補欠の社外取締役候補者とした理由

住宅メーカーにおける豊富な経験と幅広い知識を有しており、これらの経験・実績を
活かすことで当社の経営と監査体制の強化を期待できるため選任いたしました。

(注)１．各補欠の監査等委員である取締役候補者と当社との間には特別の利害関
係はありません。

２．岡本直也氏及び加藤雅教氏は補欠の社外取締役候補者であります。
３．各候補者が監査等委員である取締役に就任する場合、当社は各氏との間

で、当社定款及び会社法第427条第1項の規定に基づき、同法第423条第1
項に定める損害賠償責任を法令が定める額に限定する契約を締結する予
定であります。
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第５号議案　会計監査人選任の件

当社の会計監査人である有限責任監査法人トーマツは、本総会終結の時を
もって任期満了により退任されますので、監査等委員会の決定に基づき、新
たに会計監査人の選任をお願いするものであります。

なお、監査等委員会がＵＨＹ東京監査法人を会計監査人の候補者とした理
由は当社の会計監査人に求められる専門性、独立性、品質管理体制等を総合
的に検討した結果、当社の会計監査が適切かつ妥当に行われることを確保す
る体制を備えており、適任と判断したためであります。

会計監査人候補者は、次の通りであります。

（平成30年３月31日現在）

名 称 ＵＨＹ東京監査法人

事 務 所 所 在 地

主たる事務所
東京都港区赤坂７丁目３番37号
プラース・カナダ３階

その他事務所 京都

構 成 員 数 41名

海 外 提 携 先

ＵＨＹ International

本部　イギリス（ロンドン）　　加盟国　98か国

拠点数　320拠点　　人員規模　8,100名

沿 革

昭和59年４月　サンエー監査法人を設立

平成23年２月　ＵＨＹ Internationalのメンバーファームとなる。

平成23年６月　名称をＵＨＹ東京監査法人に変更。

以　上
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《メ　モ》

メモ



《メ　モ》

メモ



株 主 総 会 会 場 の ご 案 内

（会場）

東京都中央区日本橋富沢町11番12号

サンライズビル　３階コンベンションホール

　　　<最寄駅>　　都営新宿線　馬喰横山駅　Ａ３出口から徒歩３分

　　　　　　　　　東京メトロ日比谷線　人形町駅　Ａ４出口から徒歩５分

　　　　　　　　　ＪＲ総武快速線　馬喰町駅　Ａ３出口から徒歩３分

※昨年まで株主総会終了後にお土産をご用意しておりましたが、諸般の事情
により、本総会より廃止させていただくこととなりました。何卒ご理解い
ただきますようお願い申し上げます。

地図


